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「循環型介護保障」を通した地域づくりへの提言
―過疎・中山間地域における介護実態から―
斉 藤 和 彦
はじめに：問題意識と課題
「循環型介護保障」の原点
「循環型介護保障」という言葉は造語である。一般的言葉でもない
し，普遍化された概念でもない。「循環型社会」または「循環型経済社
会」という用語を規定している法律
（注１）
や報告書
（注２）
等から学び，「介護」とい
う世界に応用を試みたものである。
循環型社会は，「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の経済社会から
脱却した社会をめざしている。人間社会が続く以上，「生産・消費・廃
棄」は止められないが，生産・消費・廃棄の全過程を通じて，環境への
負荷をできる限り低減することをめざしている社会である。ここで注目
すべき点はその実施単位についてである。循環型社会を実現するために
は，その循環する範囲は小規模単位ごとに完結することが望ましい。循
環する物質と経済の規模は小規模な地域単位を基本とすることで，「適
性生産，必要消費，少量廃棄」という循環をつくりやすくするはずであ
る。この必要性を鈴木嘉彦氏は以下のように述べている。
「循環型社会を実現するためには，なるべく地域でクローズした形で
ものをまわさなければいけない。持続可能な社会では，大きな市場でた
くさんのものを移動させる仕組みから，地域内でものがまわる仕組みへ
６９
の転換が必要になってくる
（注３）
。」と地域内で，クローズした形の循環が必
要であることを強調している。この「地域内でクローズした形」に，循
環型社会を創るうえでの示唆と展望を与えている。鈴木氏は，「循環型
社会とは物質の循環と経済の循環が同時に成り立つ社会
（注４）
」であり，「大
量生産や大量消費ができなくても，人々が生きていることに歓びを感じ
ることができ，若者は希望を抱き，年老いても安心して生活できる社会
が，持続可能な循環型社会としての基本的な社会構造である
（注５）
」と述べて
いる。
「地域内でクローズした形」という，その適正な規模について鈴木氏
は，山梨県の規模を上げている。山梨県は「持続可能な社会」を実現す
る候補地として，ふさわしい地域であることを科学的に明らかにしたう
えで，山梨県を「地球のミニモデル」としていることである。自然条件
や社会条件などの好条件を有する山梨県で「持続可能な循環型社会を実
現できないようならば，世界上のどこでも持続可能社会はできない
（注６）
」と
主張されている。この主張は山梨県民にとって，地球的規模で自分たち
の存在意義を確認させると同時に，未来に向けて為すべきことを展望さ
せ，勇気を鼓舞させるものである。
本論は，この山梨県において持続可能な社会を創るために，「介護」
という分野において，「年老いても安心して生活できる社会」を構想し
たものである。それが「循環型介護保障」の原点である。
「循環型介護保障」の定義
山梨県は過疎・中山間地域がたいへん多い地域である。合併前の６４市
町村のときは４６市町村が中山間地域であった。また過疎地域の指定は，
市町村合併後の２００６年８月１日現在で１５市町村が指定を受けている。県
人口８８万人余りの５６％が「過疎・中山間地域」に属している
（注７）
。
過疎・中山間地域が抱える問題は，仕事や雇用の場が少ないことなど
によって，若者の流失と人口の減少が進行し，それにともなって高齢化
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の進行，福祉サービスの後退，経済的負担の増大等，地域の消滅的危機
を抱えていることにある。このような地域で「年老いても安心して生活
できる社会」をどう構築できるかが，本論の問題意識である。
高齢化の進行は高齢者単身世帯または高齢者夫婦世帯の増大を意味す
る。そこで切実な問題は「介護問題」である。介護を必要とする状態に
なれば「老々介護」や介護者不在世帯も発生する。住み慣れた自宅を離
れざるを得ない事態は「安心して年老いる」ことを意味しない。それば
かりか，その地域内に介護施設等が立地していなければ，地域内にいる
ことさえも難しくなる。介護施設は，国の基準に基づいて県内の医療圏
域ごとにベッド数の制限を設けられているため点在し，また偏在してい
るからである
（注８）
。
持続する循環型社会においてはこの問題も打開される必要がある。
「年老いても安心して生活できる社会」は，過疎・中山間地域において
も可能であることを証明することが本論の目的である。またその具体的
条件が「地域づくり」と「人づくり」の可能性を拡げることを展望した
い。
「地域内でクローズした形」で循環させる「ヒト」と「サービス」と
「費用」を介護という分野で行うことが，地域福祉の形成と推進にな
り，循環型社会を支える一つの社会構造になると考える
（注９）
。この社会構造
システムを「循環型介護保障」と定義する。そしてその政策的特徴は「介
護保障を地域内で完結させる」ことにある。
本論文の課題
ヒトとサービスと費用の循環する「循環型介護保障」を検討する具体
的事例として，高齢化率３０％前後の過疎・中山間地域である市川大門
町・三珠町・六郷町（３町は２００５年１０月に「市川三郷町」として合併。本論では
特に断りがない限り旧町名をそのまま使用する。）を中心に取り上げる。この
地域での介護保障を検討することは，県内の同様地域のモデルになると
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考える。
過疎・中山間地域にあっても，その生活は持続可能であり，生きてい
ることに歓びと希望を深くすることができる。その介護分野でのあり方
を「循環型介護保障」と呼称し，クローズした過疎・中山間地域におい
て機能するシステムになり得ることを証明することが本論の目的である
が，それは同時に，その地域ごとの介護観や福祉観，また医療のあり方
も規定してくる問題である。
その介護観や福祉観，また医療観は地域の特性を持ちつつも，普遍化
されてきた歴史であり，地域ごとで規定される内容ではない。しかし，
そのシステムや運用のあり方は，地域ごとの特性があり得る。その特性
を地域住民の創意として確認する作業が「循環型介護保障」の思想的側
面として重要になる。またその確認作業が，自治体の仕事として政策上
の課題となる。
本論文では，循環型介護保障の具体的政策課題を例示した。
特にヘルパーの養成が過疎・中山間地域においては重要であることを
示し，在宅を継続できる条件として，施設基準（３：１）並みの数を地
域にて養成することを具体的に提起した。また関連する在宅領域のサー
ビスの現状を分析し政策上の力点を例示した。その具体化が地域内で完
結する介護保障になり得ることを提起した。
「循環型介護保障」では，高齢者の年金や貯蓄等を介護保障や医療保
障とリンケージできる手立てやシステムを重視している。岡田知弘氏は
「地域内再投資力をいかにつくりだすかが，地域経済の持続的発展を実
現する上では決定的に重要である
（注１０）
」と主張している。岡田氏は特に基礎
自治体の役割を重視し，「地域社会総体の形成主体
（注１１）
」との位置づけと同
時に「地域の個性をも再生産している
（注１２）
」とし，過疎地や小規模自治体ほ
どその役割は大きいことを指摘している。本論では介護財源の配分方法
を中心に政策提起をした。基礎自治体として，介護保険の実施主体とし
て，その気になれば具体化できる課題として明示したつもりである。
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表１ H１６年度訪問介護給付費（円）下段は利用延人数
要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計
?
?
２３８，０９０
５
４，７７２，３８０
１２０
３，１８４，８６０
４４
２，４６７，５５０
３４
４，７７２，４５０
５８
７，４９９，０２０
６６
２２，９３４，３５０
３２７
?
?
８２６，５７０
３６
１５，８７２，２５０
４０３
１１，３９２，９８０
２７３
１２，９３８，６１０
２０９
７，９０２，４８０
１００
１４，３０７，６１０
１６８
６３，２４０，５００
１，１８９
?
?
１８３，２６０
１４
２，８６０，３８０
９５
４，９４６，３４０
１１１
７，３５９，１５０
１１１
２，６３２，４４０
４２
２６４，４００
１３
１８，２４５，９７０
３８６
?
?
?
?
１，２４７，９２０
５５
２３，５０５，０１０
６１８
１９，５２４，１８０
４２８
２２，７６５，３１０
３５４
１５，３０７，３７０
２００
２２，０７１，０３０
２４７
１０４，４２０，８２０
１，９０２
１．在宅介護を保障するマンパワーの構築
（１）訪問介護への介護給付額から見た介護労働者の推計と役割
２００４年（Ｈ１６年）度の訪問介護（職種としてはホームヘルパー・介護福祉士）
への介護給付費は以下の通りである
（注１３）
。ヘルパーは在宅福祉の要である
が，その人数や労働実態は必ずしも明確になっているわけではない。市
川三郷町の要介護者にどのくらいの数のヘルパーが関わっているのか，
またその労働実態や要介護者との関係，役割などを考察する。
延１，９０２人に対して，１０４，４２０，８２０円の訪問介護給付費となっている。
この総費用から市川三郷町の要介護者へ関わっているヘルパー人数の
推計が可能である。（※資料として，ヘルパーの地域ごとの人数を示したものは
ない。山梨県全体では，県が試算した数値として，ヘルパ ５ー７３人，介護福祉士３，９６３
人，合わせて４，５３６人という数字がある。ただしこれは介護施設で働く職員も入れた
数字である。介護福祉士の半数に相当する２，０００人が介護施設に勤務している。他に
通所介護施設や短期入所施設などの勤務者となっている。ヘルパーとしては２０９人に
過ぎない
（注１４）
。）
ホームヘルパーの多くは登録ヘルパーで，非常勤職員である。ヘル
パーの人件費は年収で見れば２００万円未満が大半である。３００万円を超え
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る方は正規の常勤職員である。その割合は２～３割弱である。パート職
員の平均賃金は月額で７万円前後である。正職員を入れた平均月額は
１２５，０００円である。年額にすると１５０万円である。この金額で，訪問介護
給付総費用を除する（１０４，４２０，８２０÷１，５００，０００≒７０）と７０人のヘルパー数と
なる。年収２００万円平均とした場合，５２人のヘルパー数となる。
上記の算出数字は，実際に関わっているヘルパー人数に近いと思われ
る。つまり５０人から６０人前後のヘルパー数だと思われる。それは登録ヘ
ルパーやパートヘルパーの月収は８～１０万円であり，年収でも１００万円
前後が大半である。正職員は３００万円ぐらいの年収である。事業所の収
益（報酬単価の２割前後）は訪問介護総費用１億円余りのうち２，０００万円ぐ
らいを占めるものと思える。残りの８，０００万円を，正職員（比率は２割程
度
（注１５）
）と臨時形態のヘルパーで分配する形だと推察すれば，ヘルパー数は
５０人～６０人前後だと計算できる。６０人前後のヘルパーが在宅生活を支え
ているわけであるが，在宅にいる要介護者（約４００人）すべてが訪問介護
を利用しているわけではない。
６０人前後のホームヘルパー数はどの程度のことが可能か検討する。
秋田県鷹巣町は１９９４年に２４時間の介護サービスを実施している。当時
の人口２万３，０００人，高齢化率２０％の町であった。常勤ヘルパ ２ー１人，
パートヘルパ ２ー０人，合計４１人で２４時間の対応を可能とした。ヘルパー
の対応世帯数１９２世帯であった。ヘルパー数は当時全国のトップクラス
だった。２４時間対応の具体例を紹介する
（注１６）
。
「午後７時夕食作り，おかゆと刻み食。７時４０分ベッドに起こし介助
にて３０分かけて夕食摂取。８時投薬。食事の後始末後，午後９時就寝準
備。全身を蒸しタオルで清拭後，クスリの塗布，吸痰，排せつの介助。
午後１１時３０分ベッドの脇で仮眠。午前１時５０分体位交換，以後３時３０分
まで吸痰と体位交換を４回実施。午前６時体位交換」「午前１１時掃除。
１２時清拭後昼食介助。洗濯，摘便。午後１時退出」
以上が寝たきりの６９歳の女性に援助していた内容である。こうした援
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助が在宅にて２ヶ月間続いた。費用は基本的に無料だった。措置制度
だったので世帯に収入がないと個人負担は発生しない。１２年前にこのよ
うな援助が可能だった。
介護保険が始まってからはこのような援助は不可能である。要介護５
の方の利用できる金額は月３５８，３００円である。この金額内に収まるサー
ビスを使えば本人は１割負担で済む。具体的には３５万円分のサービスを
使ったら３万５千円の自己負担である。身体介護として請求できる金額
は６０分以上３０分増すごとに８３単位を加算することになっているので，例
えば５時間の身体介護を行えば，５８４単位（６０分）＋８３×８単位（＝６６４単
位）＝１，２４８単位×１０円＝１２，４８０円の請求になる。１０時間の身体介護を
行えば２４，９６０円の請求になる。１日１０時間の身体介護だったとした
ら，３５８，３００円÷２４，９６０円≒１４日間となり，２週間で１ヵ月分を使い
切ってしまう。それ以後の分は全額自費である。介護保険で２４時間対応
するためには，時間を分断した細切れの介護で対応するしかない。
しかし重要なことは，訪問介護の利用者は，入院診療費の軽減と連動
していることである
（注１７）
。訪問介護は保健指導にも準じ，食事の管理，健康
状態の観察，精神的賦活など，家事援助を通して，あるいは身体介護を
通して利用者の生活を丸ごと把握する作業にならざるを得ない。援助時
間を区切られ，援助内容を制限させられるなどの介護保険上の制約はあ
るものの，生活と切り離した援助は組み立てられないからである。それ
は利用者のADL（日常生活動作）低下の要因やQOL（生活の質）の不足す
る生活構造への関わりという性格を踏まえる。しかもその作業は必ず協
働行為である。一方的に与えるという性格では決してない。そのため，
ヘルパーと利用者との協働行為は共感的応答関係になり，内発的意欲の
向上や人間的発達に必要な横の拡がり，つまり社会的拡がりを通した自
己存在の承認と役割を目的意識化していくことになる。そのことが生活
全体の活性化に繋がり，健康の回復（心の健康含む）やその維持という成
果を生むため，医療費の軽減に繋がるものと解釈できる。
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この一連の流れは施設介護にもいえることだが，在宅という長年培っ
てきた生活の場は，人生の凝縮がそこにあり，その空間における主体に
ほかならないので，自分の存在を主張できる最適の場である。過疎・中
山間地域における在宅の意味はまさにそこにある。慢性疾患などで入院
していた高齢者が自宅に帰ってからのほうがはるかに元気になったとい
うことはよく体験するところである。その意味では医療的にも，高齢者
にとって自宅は最大の回復の場でもある。
ヘルパーをどの程度の人数として養成するか，ヘルパー数は上述した
ように決められた時間で対応する限り６０人では６０件しか対応できない。
１００人いれば１００件の対応ができる。３００件に対応するには３００人のヘル
パーが必要である。そのような養成数の捉え方が介護保障の理念に通じ
る。そしてその理念は「介護保障は地域内で完結する」ということであ
る。
（２）地域内で完結する介護保障の視点
介護保障を地域内で完結する観点は，一つは「終の棲家」をどこに求
めるかという視点を押さえなくてはならない。ターミナルケアまたは終
末期をどこでどのように迎えるのかを準備する必要がある。その準備を
し易くすること，あるいは保障することが政策課題である。
「介護を受けたい場所」について前期高齢者（６５歳～７４歳）の希望は，
男性の場合６０．５％が自宅を希望している。女性の場合４２．１％である。介
護施設の希望は前期高齢者男性の場合２５．０％，女性の場合４１．２％となっ
ている
（注１８）
。
この性差による違いは，女性の場合，実体験に基づいた判断が影響し
ているものと推測できる。実父母，または義父母の介護体験を少なから
ずしている年代であり，また自分の母親がその義父母や実父母の介護を
していた様子を良く知っている年代である。その直接・間接体験が女性
の場合，自分自身が要介護状態になったときの生活の場所を思案すると
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きに，自宅を希望しつつも，単純に言い切れない心情を反映した数字だ
と思える
（注１９）
。それは次のアンケート結果にも反映されている
（注２０）
。
＜自分自身が要介護状態になった場合に困ること＞
①家族に肉体的・精神的負担をかけること ６８．１％
②介護に要する経済的負担が大きいこと ５３．６％
③収入がなくなること ２７．９％
④人生の楽しみを感じられなくなること ２７．６％
⑤介護用の部屋がない。入浴ができない。 ２３．３％
⑥介護をしてくれる家族がいない。 ２３．１％
⑦住み慣れた自宅で生活できなくなる。 ２１．８％
⑧介護サービスの情報が少ないこと。 １６．７％
⑨緊急の場合に対応できる病院や診療がない。１２．８％
⑩その他，困らない。分からない。 ５．９％
ここからもわかるように家族への負担を一番心配する内容である。自
宅介護を選択した場合，それはそのまま家族への負担という形になるこ
とを女性は特に意識したものと思える。経済的負担もそれに連動してい
ると考えられる。
一方，家族に介護が必要なった場合に困る点は以下である
（注２１）
。
①介護行為や睡眠不足などの肉体的負担 ６２．５％
②ストレスなどの精神的負担 ５７．９％
③行動の自由の制限 ５２．５％ ④介護に要する経済的負担 ５０．３％
⑤仕事ができない。３０．０％ ⑥介護の知識不足 ２７．５％
⑦住宅の構造問題 ２５．５％
⑧介護サービス情報の不足 １８．０％
⑨自宅で生活ができなくなること。１４．９％
⑩緊急時の医療機関がないこと。１３．３％
家族の中に要介護状態の方が発生した場合，家族にとってはたいへん
な介護負担になることを示している。ただし，この介護負担は自宅で介
「循環型介護保障」を通した地域づくりへの提言
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護することを前提にしていることを読み取れる。自分が介護を受けると
きの生活場所は体験上から慎重であるが，家族に要介護者が出た場合は
生活を共有している場所，つまり自宅を想定し，その介護困難・負担を
イメージしている。
まずは在宅介護を基本にして考えること，そこから「終の棲家」へと
発展する。しかしその過程で困難や負担を担い切れなくなる心配であ
り，その不安が先述の数字に表れていると解釈できる。
過疎・中山間地域ではもっと自宅介護の希望が明確である。市川三郷
町の高齢者へのアンケート
（注２２）
では，「家族などを中心に自宅で介護して欲
しい」１２．９％，「介護保険サービスや保健福祉サービスなどを活用しな
がら自宅で介護して欲しい」５１．９％，自宅介護を望む声が合わせて６５％
になる。過疎・中山間地域に住む高齢者の生涯は，自宅で生まれ育ち，
自宅のある地域，またはその周辺で仕事をし，家庭を創り，退職後は農
作業を中心に地域に貢献する生活をすごし，終末期まで自宅にこだわり
続け，その生涯を終える。その終末期のあり方を介護保障の中に組み込
む必要がある。
現状は，死亡する場所は圧倒的に病院である。病院が８割を占め，在
宅は２割弱である
（注２３）
。この傾向は過疎・中山間地域においても同じであ
る。むしろ医療機関が地域内に少ないことにより在宅死が困難になるた
め，病院での死亡率はより高くなる傾向がある
（注２４）
。高齢者は最後まで自宅
にこだわっているものの，最末期は病院になる。この矛盾への対策を住
民との協働作業で乗り越える文化づくりが必要である。
二つ目には高齢期の自立の追求（健康寿命との関係）である。
山梨県は全国でもトップレベルの健康寿命を維持している
（注２５）
。その要因
をいくつかの項目にわたって分析しているが，明らかに健康寿命に関係
した要因としては，①社会的ネットワークとして「無尽」や近所づきあ
い，旅行仲間，友人などのコミュニケーションをいとわないことをあげ
ている。また②６５歳を過ぎても就労していることが健康寿命に関係して
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いることも指摘している。③食べ物としては「ほうとう」をあげ，スロー
フードの重要性を指摘している。④「健康的な生活習慣と生きがい」が
重要だとしている。
以上の項目に加え経済的要因や自然環境的要因，医療・保健整備状況
など多岐にわたった分析をしているが，健康寿命に関係した要因として
は先の４つが指摘されている。この分析から学び，健康寿命と自立を地
域で造るための政策を創造することが必要である。
寝たきりになる要因分析として下記疾病を指摘している。
①脳血管疾患 ３０．４％ ②認知症 １２．７％ ③事故・骨折 １０．０％
④変形性関節症 ６．４％ ⑤老衰 ４．６％ ⑥心臓疾患 ３．８％
上位３疾患については，過去３年間同じである。（平成１６・１７・１８年の３
年間
（注２６）
）したがってこの３疾患にどのような対策をとるかは要介護状態に
なる率を減らす意味で重要である。八木伸一氏は脳卒中のうち特に脳梗
塞への予防を強調している
（注２７）
。「脳梗塞の増加は，食事の欧米化によって
糖尿病や高脂血症が増えたこと，高齢化が進み動脈硬化や不整脈などの
心血管系の疾病が増えたこと」によって，特に後期高齢者に増大してい
ることを指摘している。これは，すでに述べたように要介護状態になる
のは，後期高齢者が圧倒的である（要介護者の９割）ことを考えると，非
常に大事な指摘である。
健康寿命を保つための条件をまとめていえば，①社会的コミュニケー
ションの形成と維持，②高齢期の就労条件の拡大・就労環境の拡充，③
スローフードの推進＝地産地消のシステムの構築，④健康的な生活習慣
を文化として定着させる。（保健活動の推進）⑤脳梗塞の予防，骨折等を
防ぐ環境の整備（バリアフリーの推進）等である。これを政策課題に掲げ
る必要がある。
三つ目には介護文化涵養への取組みである。
要介護状態になっても社会と切り離さないことである。残存能力の開
発とその活用・維持を図るシステムである。地域リハビリテーションと
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要介護者同士の新しいつながりの構築である。それまでの生活の継続を
目指しつつ，要介護状態になっても疎外されず，地域社会にとって大事
な一員としての介護文化を創造することである。
しかし，過疎・中山間地域においてその理念を具体化することは容易
でない。介護サービスの対象にならずとも，山間地に住む移動手段を持
たない高齢者は，農業に従事できなければ，自宅または自宅周辺より外
へ出ることはない。
介護は人間関係の中で醸成される。日常的関係が大事であるが，なに
を日常性にするかは，個別性の援助内容と生活状態に関わるため，専門
職にとっての課題になる。また日常性をつくるには身近な存在であるこ
とが欠かせない。過疎・中山間地域において，目に見える形で日常性を
つくるには，その生活圏の設定が重要である。一番ヶ瀬康子氏は高齢者
が歩いて行ける範囲を「地域」（＝生活圏）として紹介している。それは
５００メートル四方を指している
（注２８）
。この５００メートルを基準に考えると，地
区公民館はおおむねその範囲にある。山間地にも公民館はあるし，日常
的寄り合いの場所になっている。この地区公民館を活用することで日常
的に介護保障を創れる可能性はある。地区公民館にヘルパーの滞在（可
能であれば常駐化）と配食用の食事を中継する役割を持たせることで，住
民に見える形になる。
四つ目には地域内雇用を通したおカネの循環である。
訪問介護事業には上述したように１億円以上の費用が給付されてい
る。延利用者数は１，９００人に対してヘルパー人数は５０人前後である。平
成１６年度の訪問看護（VNS）費用は２１，９０３，６９７円の給付額である。通所
介護費用は２４４，３９７，３４５円の給付費である。訪問入浴は８，８４６，０００円の給
付費である。住宅改修や介護用品，短期入所などの在宅サービス給付費
は９９，９８６，９８０円である。平成１６年度の在宅サービス給付費の総計は
４７９，５５４，８４２円である。
これらの費用は，地域内にも落ちているが，地域外へも行っている。
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これらの費用を地域内にすべて投入する仕組みを構築することが重要で
ある。地域内でホームヘルパーを中心に人材の育成と雇用を図り，その
地域内の人材と事業所に介護費用が配分され，循環するシステムの構想
である。約５億円のお金が地域内に投資されれば，その雇用効果，また
税収という形での還元も多大な影響力を持つはずである。しかも毎年投
資されるお金である。
いずれにしてもこれらは介護保険の実施主体である基礎自治体の姿勢
如何である。住民と協働し介護問題・課題に正面から取り組む立場に立
つかどうかにかかっている。
五つ目は関連産業の育成である。
配食サービスを３６５日化した場合，その材料や調理する事業所，配達
する人などの直接・間接に必要なる事業所と人材を用意しなくてはなら
ない。食材は地産地消の考え方を取り入れ，地元の農家や商店からの購
入，また地元の飲食店などに調理・加工を依頼しつつ，病院や施設との
連携で，治療食や栄養食までできるシステムを構築することが可能であ
る。その配達と安否確認などはボランティアや元気な高齢者等々に依頼
することも可能である。財源は介護保険でも認められている市町村特別
給付を検討できる。後述するように保険料を特別に引き上げなくても検
討は可能である。
また住宅改修費用を増大し，その住宅改修を町内の大工さんや建具屋
さんを中心に行う仕組みを構築すれば，その分野の活性化にも繋がる。
財源は配食と同じく市町村特別給を検討できる。また介護スタッフの養
成と研修，それらの研究を地元の中学校・高校や専門機関と連携するこ
とによって，若者も介護文化に大いに触れることになる。その意味では
人の循環を創る可能性を拡げる。若者，現役世代，高齢者，要介護者と
いう世代間の交流を通して，循環しつつ持続する地域づくりに発展し，
地域文化の継承と循環となる可能性に繋がる。新しい文化の創造への展
望にもなる。
「循環型介護保障」を通した地域づくりへの提言
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２．在宅介護を支える他の介護サービスとの連携
（１）通所介護（デイサービス）の役割
通所介護は，入浴を中心に，食事の提供，レクレーションなどの集団
的活動，趣味的活動など多彩な取組みをしている。送迎もセットになっ
ているので，家から外に出るということにまず意義がある。デイサービ
ス職員の入浴介助を通して，そのコミュニケーションや入浴そのものの
楽しみ，清潔の保持，仲間・友人との語らい等，その機能は重要であ
る。
しかし，利用者の主体的活動にならなかったり，お仕着せになった
り，マンネリズムに陥りやすいのも特徴である。介護保険での人員基準
は，利用者１５人に対して生活相談員１名，看護師１名，介護１名，機能
訓練指導員１名，管理者１名である。常勤としては２名いればよい。こ
の人員基準ではマンネリ化せざるを得ない。
以下，通所介護費用額の介護度別の内訳から課題を明示する。（※平成
１６年度山梨県介護保険事業計画より抜粋）
平成１６年度は３町合わせた延３，１０６人に対して，２億４，４００万円以上の
通所介護費用である。在宅給付費全体の金額が４億８，０００万であるか
表２ 平成１６年度通所介護費用額（上段：円 下段：延人数）
要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計
?
?
８２４，１５０
２１
８，３４２，２４０
１６２
８，５０７，８８０
１１８
１５，７８７，５２０
９３
５，８２３，６４０
４９
２，８０６，８２０
３８
４２，０９２，２５０
４８１
?
?
１，２３１，５６０
３８
２３，９８９，０３０
４１３
３４，９９１，９１０
５３１
４５，３８８，９８０
４１７
２３，７４２，８６０
２４９
２０，７４１，２９０
２１５
１５０，０８５，６３０
１，８６３
?
?
２，２２０，０９０
７５
１１，１０４，８８０
２２１
１２，７０５，３４５
１７７
１８，３０６，１００
１８２
５，７０９，３７０
７０
２，１７３，６８０
３７
５２，２１９，４６５
７６２
?
?
?
?
４，２７５，８００
１３４
４３，４３６，１５０
７９６
５６，２０５，１３５
８２６
７９，４８２，６００
６９２
３５，２７５，８７０
３６８
２５，７２１，７９０
２９０
２４４，３９７，３４５
３，１０６
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ら，デイサービス事業はその半分を占める。在宅介護を支える部門とし
て非常に重要な役割を果たしていることが理解できる。町内に事業所は
５ヶ所ある。三郷町周辺には７～８ヵ所あり，サービス事業所間の利用
者獲得競争になっている。
利用者の内訳をみれば，要介護１・２・３が７５％を占める。つまりデ
イサービスの役割は２重の意味を持つ。介護度の軽い人のADLの維持
を図ることと，介護度の高い人の生活リズムを作ることにある。
利用者のADL維持と生活リズムの調整という課題を両立させる実践
に必要なスタッフは，現行の人員基準通りではできない。サービス事業
者間の交流や研修会を通して，ボランティアを含め，利用者と地域住
民，自治体を巻き込みながら，その改善を志向していかなくてはならな
い。その意味するところは一事業所だけでも先の課題を両立させる努力
は必要だが，人員基準，労働条件等を勘案すれば，役割分担を行うこと
も検討していかなくてはならない。Ａ事業はADLの維持・改善の機能
を主に担う，Ｂ事業所は生活リズムの調整機能を主に担う，そのような
役割，機能分担を事業所間で検討していくことと，その成果を事業者間
で共有していくことが地域に責任を負うことであり，介護給付費の適切
な管理にもつながる。
（２）訪問看護の役割－「在宅死」支援機能
訪問看護ステーションを中心にそのサービスは提供されている。訪問
看護は医師の指示の基に必要な看護を提供するので，医師との連携のし
やすい立場にある。２４時間の訪問機能を担い，在宅での健康管理や医療
的変化（バイタルサインなど）を観察している。在宅における各種の医療
的ケア，末期ガンなどへのケア，リハビリ機能，保清など多機能を持っ
た役割を果たす。特に重要なのは，在宅での看取り支援とその後の処置
まで，本人と家族を支えきってくれることにある。
問題は在宅診療をできる医師が少なすぎることにある。訪問診療は制
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表３ 平成１６年度訪問看護給付費用額（上段：円 下段：延人数）
要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計
?
?
０
５２１，２８０
１１
２００，９００
６
４２７，５２０
６
３４２，８１０
４
８０，７１０
６
１，５７３，２２０
３３
?
?
２２８，８４０
１２
３，７３７，４００
７８
２，２１７，７７０
７４
１，６５２，５４０
５１
２，５３０，０６０
３５
８，７８７，３２７
１４８
１９，１５３，９３７
３９８
?
?
０
０ ０
１５４，９７０
５
２２７，６２０
８
７９３，９５０
２１
１，１７６，５４０
３４
?
?
?
?
２２８，８４０
１２
４，２５８，６８０
９９
２，４１８，６７０
８０
２，２３５，０３０
６２
３，１００，４９０
４７
９，６６１，９８７
１７５
２１，９０３，６９７
４６５
度としてあるものの，時間や手間の割に診療報酬は低い。診療報酬は国
策であるので，自治体レベルでは対応できない。せめて病院等にいる勤
務医も訪問診療に積極的になるよう，医療機関や医師会に働きかけるぐ
らいしかできない。
高齢者の「在宅死」は地域医療の完結した姿である。そこに責任を負
う医療機関のあり方を含めて，訪問看護，訪問介護，介護施設などの連
携を進めることは基礎自治体の役割である。
以下，訪問看護への介護給付費状況を確認する。（※平成１６年度山梨県介
護保険事業計画より抜粋）
要介護５の方への訪問看護が多くなるのは，医療的ケアを要する割合
が高くなるためだと推察される。要介護１の方への訪問看護は，認知症
ケアが中心になっていると推測される。上記表と下記表４から要介護５
の訪問看護利用率は非常に少ないと言える。費用的問題もだが，サービ
ス基盤の少なさだと指摘できる。訪問看護の介護報酬費は下記の通りで
ある。
◇２０分未満２，８５０円◇３０分未満４，２５０円
◇３０分以上１時間未満８，３００円◇１時間以上１時間半まで１１，９８０円
（※死亡前２４時間以内にケアをした場合，１２，０００円のターミナル加算を認めてい
る。）
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表４から，要介護５の施設と在宅比率は，ほぼ２：１の割合で推移し
ている。（平成１６年度は１００：４１≒２．５：１）要介護５の方は介護量も多いし，
医療的ケアも多くなるので，在宅介護の困難さは増す。その困難を共有
できるのが，訪問看護であり，訪問介護である。その充実は，この割合
を縮小する。要介護５の重度の方であっても，自宅に住み続けられる具
体的な保障である。
要介護４は，ほぼ１：１割合に近くなる。要介護５の在宅比率をあげ
るには，当面訪問看護の充実を図ればよい。
（３）住宅改修
今後利用したい介護保険サービスについて，アンケート結果（市川三
郷町介護保険事業計画Ｈ１８年度～２０年度版，Ｈ１８年３月）では，福祉用具貸与
（２５．９％），短期入所（２０．６％），住宅改修（２０．０％）の順になっている。
住宅改修の保障費用は２０万円である。上限が２０万円なので，それ未満
なら何回でも改修できるが，改修できる項目は制限されている。
平成１６年度１年間で住宅改修した家はわずか４６軒である。しかもそれ
は延軒数であるから，実数はさらに少ない可能性がある。在宅で自立度
を高めることを目的とした改修であるから，介護度の低い方が主に利用
する傾向になる。表５の数字もそのことを証明している。
住宅改修は手すり設置，洋式トイレへの改修，段差解消などを対象に
している。改修項目の制限や給付額の低さ（２０万円だが１割自己負担がある
表４ 市川三郷町介護保険事業計画Ｈ１８年度～２０年度より抜粋（実績人数）
Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７
施 設 要介護４ ４１ ４２ ３９ ５４ ５８ ５７
要介護５ ４７ ６２ ８６ ８６ １００ ７１
在 宅 要介護４ ２２ ２０ ３２ ４２ ５４ ５４
要介護５ １８ ３２ ４１ ３７ ４１ ４１
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ので給付額は１８万円）のため大きな改修は望めない。要介護者にとっての
専用居室の意味は，残存能力の維持を図り，移動のしやすい工夫ができ
（手すりや段差の解消など）排泄の心配を少なくし（トイレの近さ，ポータブ
ルトイレの設置）電気製品や証明器具類を使いやすいものにし，出入り口
の工夫や寒さ・暑さの対策等々，生活しやすさと自分自身の空間という
意味も含める。
その居住空間・専用居室を保障することが本来の介護保障である。介
護施設もその目的で個室化してきた。快適性の追求と同時にそれがプラ
イバシーの保護になり，人権保障でもあった。ただし施設の場合はその
分コストをとるので，経済的裏づけがないと個室利用はできない。
在宅福祉・介護を進めるには，住宅は必須である。それを使いやすい
空間に改修する作業は欠かせない。その保障が２０万円でよいのか，町独
自の上のせサービス，横だしサービスなどの政策を検討する必要があ
る。財源は住宅改修によって介護施設入所者を１人減らすことができれ
ば，年間約４００万円の介護財源を生み出すことができる。
表５ 平成１６年度住宅改修給付費用額（上段：円 下段：延件数）
要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計
?
?
０
０
２９５，９７０
３
２００，０００
１
２８１，５０６
２
０
０
０
０
７７７，４７６
６
?
?
８６，２５７
２
１，５６１，５２８
１２
１，３９７，２１０
９
２８４，７３５
２
５９６，２２４
５
０
０
３，９２５，９５４
３０
?
?
９６，３４９
１
８１９，９５０
５
２３３，６２１
２
８７，１５０
１
９７，０５４
１
０
０
１，３３４，１２４
１０
?
?
?
?
１８２，６０６
３
２，６７７，４４８
２０
１，８３０，８３１
１２
６５３，３９１
５
６９３，２７８
６
０
０
６，０３７，５５４
４６
（※平成１６年度山梨県介護保険事業計画より抜粋）
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３．介護施設の役割の特化を検討
（１）現状
市川三郷町内には介護施設が４ヶ所ある。介護老人福祉施設（＝特別
養護老人ホーム）２ヶ所（ベッド数の合計１１０床），介護老人保健施設２ヶ所
（ベッド数の合計１７０床）である。介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
は要介護者の入所施設であり，長期にわたる入院等にならない限り，生
涯を過ごす生活施設である。介護老人保健施設は在宅への復帰を支援す
る施設である。病状の安定期にあるものの要介護状態にあり，家庭の事
情等で自宅に帰れない方を入所対象とし，医療的ケアと生活サービスを
提供し，在宅復帰を目指す施設である。
介護老人保健施設は概ね６ヶ月を入所期間の目安にしている。しか
し，在宅に帰る人の割合は高くない。そのため６ヶ月を超える長期入所
に結果としてなっている方が多い。ベッドは絶えず９割前後の入所率で
ある。
介護施設整備目標は国から定められている。６５歳以上人口の３．２％～
３．４％のベッド数とされている。市川三郷町でいえば６５歳以上人口は
表６ 平成１６年度介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）給付費
（注２９）
合計の下段は介護福祉施設受給者数の累計
要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計
?
?
３，１０８，４８０ ７，４８６，０４０ ２，９６４，７００ ６，８３５，４３０ ３６，６４１，４７０ ５７，０３６，１２０
１７７人
?
?
４，４４６，５７０ ７，７０１，１８０ １７，１３３，６２０ ４４，００７，３００ １０６，２４５，５４０ １７９，５３４，２１０
５５３人
?
?
７９３，０００ １１，７２５，３６０ １５，８６７，２７０ ３０，６８３，３７０ ３２，４６７，２６０ ９１，５３６，２６０
２７３人
?
?
?
?
８，３４８，０５０ ２６，９１２，５８０ ３５，９６５，５９０ ８１，５２６，１００ １７５，３５４，２７０ ３２８，１０６，５９０
１，００３人
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５，３００人余（平成１７年度）であるから，１７０床ぐらいの介護施設があればよ
いことになる。現状は２８０床のベッドであるから，施設整備目標は大幅
に超えている。
平成１６年度の介護施設の給付状況は以下の通りである。
両施設の合計は，延人数２，５８２人，給付費は８４６，４７７，１７０円である。こ
れ以外に介護療養型医療施設の給付額１１５，４５０，４１９円があり，延人数は
２３０人となる。
二つの施設では１人の入所利用者に１ヶ月３２万８，０００円相当の費用を
給付したことになる。療養型の医療施設では，１人につき５０６，０００円／
月となる。施設の中では１ヶ月あたりの給付額としては一番多くなる。
それは医療依存度の高い方が入所する施設であるため，医師・看護師の
数が他の２施設より充実しているためである。つまり医療的処置がそれ
なりにできる施設である。
介護施設の実利用人数は１ヶ月当たり約２２０人である。在宅サービス
の利用者は１ヶ月当たり平均４２０人（Ｈ１６年度）であった。在宅サービス
利用の一人当たりの給付額は１ヶ月当たり約１２万円であった。
表７ 平成１６年度介護老人保健施設給付費
（注３０）
合計の下段は介護保健施設受給者数の累計
要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計
?
?
２２，６８２，２５０ ２４，４９４，３８０ ２８，９９３，２９０ ２６，５９０，０３０ ５０，８９３，８８０ １５３，６５４，８３０
４５６人
?
?
１６，５２１，８４０ ２５，３２７，５３０ ５８，１４０，７８０ ９７，４９４，６３０ ９４，０１３，６５０ ２９１，４９８，４３０
８９９人
?
?
１０，４２７，１４０ １４，３９７，２１０ １４，１２９，３６０ １２，８６１，３２０ ２１，４０２，２９０ ７３，２１７，３２０
２２４人
?
?
?
?
４９，６３１，２３０ ６４，２１９，１２０ １０１，２６３，４３０ １３６，９４５，９８０ １６６，３０９，８２０ ５１８，３７０，５８０
１，５７９人
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（２）介護施設を特化していく意義
在宅での生活が困難になった要介護者を受け入れる施設の役割は重要
である。
施設介護を希望し，入所待機状態の方は山梨県内で４，２２６人いると指
摘されている
（注３１）
。特別養護老人ホームへの入所待ち期間は２年ぐらいを要
しているので，介護施設の不足は指摘通りである。しかし，特別養護老
人ホームを，待機者がすべて解消するだけ造ろうとすると，５０床の施設
を８０ヶ所以上造らなければならない。介護施設を一つ建設するのに，１０
億～１５億円の費用を要する。
財政的には困難である。また造った後の維持にも相当の金額が必要と
なる。それを介護保険で運用するとなると，現行のままでは相当の介護
保険料にならざるを得ない。現行の制度では不可能である。
改正介護保険法では規模の大きい介護施設の整備は想定しなくなっ
た。３０床未満の小規模施設や地域密着型施設と称し，通所や訪問，宿泊
などの多機能を持たせた施設を整備目標にしている。厚労省の意図は別
にして，施設整備のあり方としては賛同できる方向である。と同時に既
存の施設入所は要介護度の高い方に限定していく流れには慎重にならざ
るを得ない。施設利用の制限は制度による縛りを設けるのではなく，利
用希望者の生活実態に特化していく必要がある。在宅介護の充実が前提
にあることは当然である。
４．循環型介護保障の具体像（政策提起）
（１）地域内投資と雇用の確保（ヘルパーの養成）
すでに述べたように介護給付費の循環を地域内で完結する方途の探求
が必要である。そのためには在宅介護保障の要になるヘルパーを地域内
で雇用するシステムが重要である。
ヘルパーを何人必要とするか，現状は５０人～６０人前後であることを明
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表８ 「市川三郷町介護保険事業計画」より抜粋 単位：人
Ｈ１２年 Ｈ１３年 Ｈ１４年 Ｈ１５年 Ｈ１６年 Ｈ１７年
Ｈ１７／Ｈ１２
伸び率％
要支援 ３５ ３２ ２９ ２５ １５ １４ ０．４０
介護１ ７３ ９５ １０９ １１８ １４１ １３６ １．８６
介護２ ６２ ９０ ９７ ９４ １０８ １１０ １．７７
介護３ ４０ ５９ ５８ ６９ ７６ ９９ ２．４８
介護４ ２２ ２０ ３２ ４２ ５４ ５４ ２．４５
介護５ １８ ３２ ４１ ３７ ４１ ４１ ２．２８
合 計 ２５０ ３２８ ３６６ ３８５ ４３５ ４５４ １．８２平均
＜※平成１７年１０月１日現在＞
らかにした。しかしそれでは在宅介護を保障することにはならない。そ
のため在宅介護を保障する基準を，現状の施設介護の基準で検討するこ
とが求められる。介護施設は，概ね要介護者３に対して介護・看護１と
している。３：１という割合である。在宅介護も同じ基準にて検討す
る。
市川三郷町の在宅介護者数の推移は以下である。
この平成１７年度の数字を用いれば，４５４人の在宅サービス利用者に対
して，全員がヘルパーを必要とした場合，ヘルパー数は１５１人というこ
とになる。
平成１６年度の訪問介護給付費が表１で確認したように，約１億４００万
円である。在宅サービス利用者数が１７年度は１６年度より２０人ほど増えて
いるので，約５００万円の増加だと推測される。（計算根拠は１億４００万円÷４３５
人《１６年度の利用人数》≒２４万円《一人当たり給付年額》２４万円×２０人＝４８０万円）
となる。給付額の合計は１億９００万円前後だと推定される。
１５０人のヘルパーを目指すには，現状のヘルパー数は５０～６０人前後で
あるから，あと１００人のヘルパーを養成すればよいことになる。１００人の
ヘルパーに支給する年収を１人２００万円とすれば，新たに２億円以上の
財源が必要になる。その財源をどこに求めるかという問題である。
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３：１介護の割合は介護施設を基準にした。つまり施設に準じた介護
の提供を保障するための数である。施設利用者は上記表のように推移し
ている。
平成１６年度の介護施設給付費は，表６，表７で確認したように特別養
護老人ホームと老人保健施設を合わせて８４６，４７７，１７０円だった。介護療
養型医療施設の給付額は１１５，４５０，４１９円だった。３施設の利用者数は表
９から２３８人である。３施設の平成１６年度の介護給付費合計額は
９６１，９２７，５８９円だった。１７年度集計資料はまだないが，１７年１０月から介
護施設入所者の食事代と部屋代が自己負担化されたことによって，すこ
し減収になっているかと思われる。
いずれにしても一人当たり年間４００万円前後の給付額となっている。
施設側とすれば，５０人から１００人の要介護者を受け入れる建物を造り，
それに必要な介護・看護スタッフ等の人材を集め，所要の介護を提供す
る仕組みである以上，当然必要なお金である。むしろ人材を増やし，よ
い介護を提供しようとすれば全く足りないぐらいである。しかしすでに
述べたように，規模の大きい施設はこれ以上増やさず，むしろ地域の整
備状況を見て統合，整理していく方向である。２００５年１０月から実施され
た食費・居住費の保険給付外しはその第１歩と見てよい。介護施設は実
表９ 市川三郷町介護保険事業計画より抜粋介護施設入所者数 単位：人
Ｈ１２年 Ｈ１３年 Ｈ１４年 Ｈ１５年 Ｈ１６年 Ｈ１７年
Ｈ１７／Ｈ１２
伸び率％
要支援 ０ ０ ０ ０ ０ ０
介護１ ２１ １６ １６ ２０ １８ ８ ０．３８
介護２ ４０ ３９ ３２ ３０ １９ ２３ ０．５８
介護３ ３６ ３５ ４４ ３８ ４３ ３７ １．０３
介護４ ４１ ４２ ３９ ５４ ５８ ５７ １．３９
介護５ ４７ ６２ ８６ ８６ １００ ７１ １．５１
合 計 １８５ １９４ ２１７ ２２８ ２３８ １９６
（注３２）
１．０６平均
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質４％の減収である
（注３３）
。
要介護者１人につき年間４００万円の介護給付費を使う仕組みを在宅に
転換する方途がヘルパーの拡充である。１００人のヘルパーの財源に２億
円を要するとすれば，５０人の施設利用者を在宅で介護できる手立てを採
ればよいことになる。３：１介護に対応するヘルパー数を１５０人地域で
生み出せば，介護施設利用者数を平成１２年当時の数（表９参照）に戻せ，
その財源を創ることができる。
ヘルパーの年齢層は４０歳代，５０歳代が多いことはすでに確認した。ま
た若い年齢層も増えている。年収２００万円平均で計算したが，税法上の
関係で，家族の扶養の範囲内を希望するパートヘルパーは１００万円前後
の年収でよいことになる。それらの方々との組み合わせを検討していけ
ば，ヘルパー数はさらに増やすことができる。正職員には３００万円を保
証することも必要である。したがって，３億円余の訪問介護費用があれ
ば，事業所の収入を２割とし，残りの２億５，０００万円をヘルパー報酬と
して換算できる。
正職員比率を３割とし，その年収を１人３００万円とする。１５０人の３割
は４５人である。４５人×３，０００，０００円＝１３５，０００，０００円となる。残りの１億
１，５００万円をパートヘルパー（１０５人）の人件費に充当できる。平均にす
れば１人１１０万円ぐらいの年収となる。現状の市川三郷町内のヘルパー
正職員は８人であるから，６倍近く増やせることになる。これらの賃金
は検討したように，他産業から比したら低い。しかし過疎・中山間地域
において持続し，継続した雇用を安定的に確保する職種としては大きい
比重を占めるに違いない。
またヘルパー事業所も地域内にて起業できるように支援することが重
要である。基本的にはNPO法人の育成が望ましい。町内の主婦層を中
心にNPO法人をいくつか立ち上げ，そのNPO法人に訪問介護事業を
運営してもらう形である。NPO法人そのものにも６，０００万円前後の年収
が入ることになるので，そこの事務関係の仕事を行う雇用も必要であ
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る。１０人以上の雇用が可能だと考えるが，その雇用もすべて町内を基本
とすることが重要である。
ヘルパーはすべて町内から採用し，資格を習得させ，研修してから仕
事に就くシステムを，既存の事業所が当面指導的役割を果たしながら運
営していくことが重要である。事業所間のネットワークを抜きに２４時
間，３６５日の訪問介護事業は成立しない。
（２）山間部の在宅介護保障
各地域には地区公民館や自治公民館が存在する。山間地にも必ずあ
る。その公民館は地域の立地条件のよいところに概ね設置してある。地
域別，地区別に存在するその公民館は，それぞれの行事には集合場所，
会合場所として利用されているものの，毎日利用されているわけではな
い。むしろ利用されていない日のほうが多い。
この公民館をヘルパーの待機場所として活用する。山間部の公民館
１０ヵ所程度に２名のヘルパーを夜間常駐させる。昼間は定期的な訪問が
可能であるから，問題は少ない。問題は夜間であるから，２名のヘル
パーが常駐することで，要介護状態で１人暮らし世帯や老老介護世帯，
介護疲労を来たしている家族への支援を夜中も支えることが可能であ
る。具体的には支援が必要な世帯と公民館を通報システムで結び，コー
ルがあったらすぐに訪問するシステムである。内容は排せつ介助，体位
交換，吸痰，不穏行動等への対応である。見守り訪問も組み合わせるこ
とが必要である。
一つの公民館に２人のヘルパーが夜間常駐するとした場合，１０ヶ所の
公民館なので一晩に２０人のヘルパーとなる。１５０人いるとすれば，６～
７日間ごとの夜勤となる。（町中心部の訪問もあるため。後述）その回数は施
設職員の夜勤回数とほぼ同じである。
ヘルパーが深夜訪問するためには要介護者の専用居室が必要であり，
専用居室への出入り口も必要である。それらの整備は住宅改修費用（２０
「循環型介護保障」を通した地域づくりへの提言
９３
万円の限度額），及び市町村特別給付事業（独自施策，介護保険財源の黒字部分
《平成１６年度約２，０００万円》を充当することで可能）にて対策を取れる。仮に特
別給付事業にて２０万円とすれば，合計４０万円の給付となる。（１割の自己
負担あり。つまり４万円は負担しなければならない。）
支援が必要な世帯と公民館を結ぶ通報システムであるが，既存の緊急
通報システムは本人宅と消防署を結んでおり，通報があれば救急車が駆
けつけることになっている。隣近所の協力体制も組み込まれている。そ
の委託費用は１件約５万円／年間となっている。本人負担はない。しか
し，９割以上は誤報である。近くの公民館と要介護者宅を結ぶ通報シス
テムの構築，またヘルパーへの携帯電話の貸与などによる金額は現在の
委託費より軽減できる可能性がある。
山間部の公民館に２人のヘルパーが夜間常駐し，その地区の要介護者
の対応を図れば，自宅にいながら施設介護とほぼ同じ援助を受けられ
る。地区公民館からその地区内の必要な要介護者宅に移動する時間は，
通報を受けてから車なら５分以内に到着する。排せつ介助に間に合わな
くても，その後始末を援助できる。排せつ失敗後の着替えやシーツ交換
など，一人ではたいへんな行為をヘルパーの援助にてスムースにできる
ので，老老介護世帯でも在宅介護を安心して継続できる。一人世帯の要
介護者にとっては，夜間のトイレを見守ってもらうことも可能だし，ま
た不安になった時に話し相手としても対応を依頼できる。家族で介護し
ている家においても，夜間の対応はヘルパーと一緒に行うことが可能な
ので，一人で何もかもしなければならないストレスから開放される。
さらにヘルパーが夜間常駐し，支援してくれるという体制は，介護を
要しない地区在住の住民にとっても心強い。要介護状態になっても，家
族にあまり迷惑をかけず「自宅に居つづけられる」という安心と希望を
持てるからである。
問題または課題としては，利用料の１割負担の問題である。夜間対応
は割増料金になる。１．５倍になる。その経済的負担が利用を制限するこ
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とになると効果は半減してしまう。政策としてどこまできめ細かく対応
できるか課題になる。財源としては市川大門町の保険料額であれば，低
所得者の利用料１割負担軽減をできる可能性はある。
（３）町中心部の在宅介護保障－介護施設との連携
町の中心部また主要な地区には介護施設が存在している。介護施設と
NPO事業所の連携にて，夜間訪問ヘルパーの常駐を図ることを検討で
きる。介護施設にNPO事業所に所属するヘルパーが夜間常駐し，施設
職員と連携し，在宅要介護者への対応を図る構想である。施設ケアは２４
時間いつでも地域に開放することを了解していることが前提である。そ
の前提があれば，NPOのヘルパーが施設に常駐し，要介護者宅から通
報を受けて訪問し，山間部と同じような対応を図ることが可能である。
ただし施設に夜間常駐するヘルパーは必ずしも２人いる必要はないかも
しれない。電話対応など，施設職員も行うことが施設ケアを地域に開放
する意味であるし，緊急に受け入れる場合は施設職員も訪問しなくては
ならない。それらの行為が具体的に保障されるなど，施設運営の姿勢次
第では，ヘルパー１人での対応もありうる。
介護施設の緊急時の受け入れは山間部のヘルパーからの要請でも即対
応することが求められる。このように介護施設と在宅介護担当部門（ヘ
ルパー）が本来的ネットワークを結ぶことによって，在宅介護を支える
基盤ができる。課題は緊急時の判断である。介護疲れ等の判断はまさに
ヘルパーの判断で可能である。医療的判断を要したときに備え，主治医
との連携および訪問看護との連携を確立しておかなければならない。
（４）要介護者専用居室の整備 住宅保障への取組み
在宅介護を支えるには専用居室または専用の空間が必要である。ヘル
パーなどの介護スタッフが２４時間訪問できるような出入り口や冷暖房器
具，またその対策が十分取れる構造を持ち，家族とのコミュニケーショ
「循環型介護保障」を通した地域づくりへの提言
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ンも十分はかれる配慮のある居室が望ましい。そういう改修ができる給
付額の検討が必要である。
市川大門町の老人福祉計画（平成１２年３月）のアンケート結果では，持
ち家比率は８０．５％（２，８６７世帯／全世帯数３，５６３）であった。高齢者のいる世
帯に限ってみれば９３．２％（１，７１５世帯／１，８４０世帯）である。そしてそのほ
とんどが専用居室を持っている。アンケートでは，トイレと浴室，玄関
周りの改修を希望する世帯が多い。
※市川大門町老人保健福祉・介護保険事業計画（平成１２年３月）
その改修事業を積極的に位置づけることによって，地元の建築関係者
とも連携し，介護住宅・またその増改築を仕事として成り立たせること
表１０ 住宅アンケート結果（人）
一般老人 虚弱老人 寝たきり老人 合 計
困ることがない ５８１ ６７ ３６ ６８４
困ることがある １２４ ４７ ３０ ２０１
玄関段差 ３６ １２ ９ ５７
廊下・居室段差 １７ ７ ８ ３２
室内の階段 １８ ８ １ ２７
浴室・浴槽 ２４ １７ １６ ５７
トイレ・廊下手すり ３５ １３ １０ ５８
トイレ和式 ４８ ６ ２ ５６
台所 ２１ ６ １ ２８
車イス不可 １６ １ ６ ２３
その他 １１ １７ ８ ３６
表１１ 住宅改修の意向（※出典 表１０に同じ）（人）
一般老人 虚弱老人 寝たきり老人 合 計
改修意向なし ６２３ ８６ ５２ ７６１
改修意向あり ８２ ２８ １４ １２４
合計 ７０５ １１４ ６６ ８８５
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も可能である。
平成１６年度の住宅改修費用は４６件で６００万円余である。すでに述べた
ように介護施設入所者への一人当たりの平均給付額は年間約４００万円で
ある。平成１６年度の住宅改修費給付額は，介護施設入所者１．５人分に過
ぎない。仮に住宅改修によって１０人が施設から在宅に戻れたら，年間で
４，０００万円の給付費を在宅サービスに充当できる。
町独自の介護サービス（特別給付）として，住宅改修費用を既存の改
修費に上乗せして給付する仕組みを創れば，介護住宅関連の仕事を開拓
することが可能になる。その財源は１０人の介護施設入所者が自宅に戻れ
れば生み出せる。
このように，介護保険の在宅介護サービスを統一的に捉え，新たな枠
組み（関連産業も巻き込み）をつくり，組み合わせたうえで，連携しなが
ら，地域の中で一体的に運用することを政策化していくならば，在宅で
の介護を持続したものにすることは可能だと考える。
５．まとめ
平成１８年度の市川三郷町介護保険特別会計決算書を見ると，歳入総額
１，６６４，６８１，０００円（うち１号被保険者＝６５歳以上の高齢者の保険料収入は
表１２ 住宅の改修意向内容（※出典 表１０に同じ）（人）
一般老人 虚弱老人 寝たきり老人 合 計
玄関・廊下手すり ２１ ３ ５ ２９
トイレ浴室手すり ４５ ９ ４ ５８
玄関周りの段差 １４ ２ ４ ２０
廊下・居室の段差 １３ ５ ３ ２１
台所使いやすく １４ ４ ０ １８
車椅子利用 １１ ２ ５ １８
その他 １０ １３ ６ ２９
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２９０，７４６，４２０円），歳出総額は１，５７９，５３０，０００円である。差し引き８０，７８２，０００
円の黒字計上だった。歳出の中に「介護給付費準備基金積立金」の項目
があり，その費用として当初予算１，１８５，０００円に対して，３６，８１５，０００円
を計上している。また国庫支出金等償還金（借金返済）は予算１，０００円に
対して７３，８９９，０００円を計上している。その子細は不明だが，３町合併前
の１７年度各決算書での同項目は３町合わせても５，５００，０００円である。
歳入項目のうち平成１７年度から１８年度への繰越金は９４，６６６，０００円であ
るから，１８年度の繰越金もまた８０，７８２，０００円ということになる。しかし
「介護給付費準備基金積立金」に３６，８１５，０００円も計上する必要性はな
い。また子細不明の国庫償還金も見直しは可能だと思える。合併前の３
町の償還額で計算するならば，６８，０００，０００円は繰越金に計上できる。合
算するならば，１８年度は１８４，０００，０００円以上の繰越金として計上でき
る。つまり黒字である。国庫償還金を計上しなくても，１８年度の繰越金
８０，７８２，０００円と基金の積立金３６，８１５，０００円を合わせた額は１１７，５９７，０００
円の黒字である。
平成１８年度の介護サービス利用者数は月平均６９０人（在宅４７０人，施設２２０
人）である。介護給付費は在宅サービス分が約５４０，０００，０００円，施設介
護サービス分が約６０５，０００，０００円である。地域密着型介護サービスや介
護予防，地域支援事業などがこれらに加わる。介護給費を月平均にする
と１１０，０００，０００円ぐらいである。毎月６９０人前後の要介護者へ１億１千万
円の給付を行っていることになる。１８年度の黒字は１ヶ月分の給付費以
上の黒字幅である。
この数字の意味するところは①介護保険料設定の妥当性と②介護サー
ビス量と給付費の妥当性（＝住民ニーズへの応答性）と③地域の雇用と経済
への影響等の再吟味を要求していると捉えることができる。
循環型介護保障の思想はこの費用とマンパワーをすべて地域内で循環
させることにある。本論で述べてきたように，各サービスの構築とネッ
トワークを住民主体で行いながら，その財政的裏づけを数字で示す作業
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を自治体独自で行う必要がある。国の参酌基準だけでそのサービス量や
保険料を設定するやり方では，人権保障としての介護保障になり得てい
るのか，またその財源は地域づくりに貢献しているのか，その検証は不
可能である。
「地域内で完結する介護保障」の構築は，自治体と住民の協働作業が
あれば達成可能であるし，その財政的裏づけも可能であることを市川三
郷町の平成１８年度決算は指し示している。
【注】
（注１） 『循環型社会形成推進基本法』（平成１２年６月２日法律第百十号）。
（注２） 経済企画庁総合計画局『循環型経済社会推進研究会報告書』（平成１２年
１２月２２日）。
（注３） 鈴木嘉彦『持続可能社会のつくり方』１９０P（日科技連出版社２００６年３
月）。鈴木嘉彦氏は，この著書の中で「持続可能社会」と言う言葉のほう
が循環型社会をより正確に反映できると意識されている。
（注４） 片谷教孝・鈴木嘉彦『循環型社会入門』７３P（オーム社出版局平成１６
年５月）。
（注５） 注４の１４８P。
（注６） 注３の４０P～４４P。
（注７） 「平成１２年度国勢調査」人口集中地区（DID）人口から集計。
（注８） 山梨県の医療圏域の福祉施設の所在地一覧。
（注９） 伊藤周平・京都府保険協会『高齢者医療と介護の将来像を提言する』
（あけび書房，２００１年９月），７６Pにて伊藤周平氏も「ヒトとサービスと
費用が循環する社会構造を」という小論を展開している。
（注１０） 岡田知弘『地域づくりの経済学入門』第７章（自治体研究社２００５年）。
（注１１） 注１０の１４７P。
（注１２） 注１０の１４８P。
（注１３） 平成１６年度『介護保険事業状況』山梨県福祉保健部長寿社会課，平成
１８年３月。
（注１４） 山梨県『健康長寿やまなしプラン』平成１８年度～平成２０年度，山梨県
福祉保健部長寿社会課，平成１８年３月。
※資料の注釈にもあるが，これは平成１６年度の「介護サービス施設・
事業所調査」による常勤換算数である。したがって，勤務時間に換算
しその人数を割り出しているため，パート労働者などは実人数として
反映されない。実人数はここで掲げた数字よりも多いと推測される。
（注１５） 朝日健二・矢部弘明『介護保険見直しの要点と対応の仕方』２７P，桐
「循環型介護保障」を通した地域づくりへの提言
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書房２００５年５月。
（注１６） 太田貞司・宮崎和加子・榎本憲一・杉浦雅彦・佐久間文雄・柴野徹夫
『２４時間在宅ケアへの挑戦』萌文社１９９５年９月。
（注１７） 注１５と同じ。１４３P「訪問介護利用者が全国平均以上の１５都道府県の老
人入院診療費との関係では負の相関関係（R＝－０．３５）がみられ，高齢者
１０００人あたりの費用効果でいえば，訪問介護利用者を１人増やすごとに
入院診療費が３４０万円減少する」ことを説明している。
（注１８） 内閣府『高齢者介護に関する世論調査』平成１５年。
（注１９） いまから３０年ぐらい前の１９７０年代から８０年代は介護が社会問題化して
いた時代であり，「介護地獄」などの言葉が新聞紙上をにぎわしていた時
代であった。いまの前期高齢者の親の代がその苦労していたころである。
（注２０） 注１８に同じ。（一部加工。）
（注２１） 注１８に同じ。
（注２２） 市川三郷町『介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画』平成１８年３月。
（注２３） 厚生労働省『人口動態統計特殊報告』官房統計情報部 平成１８年３月。
（注２４） 石田一紀「農山村における高齢者ケアシステムと小地域福祉活動」『総
合社会福祉研究』総合社会福祉研究所 １９９５年１２月。
（注２５） 山梨大学大学院医学工学総合研究部保健学Ⅱ講座「山梨県健康寿命実
態調査分析研究会 調査報告（総括）」『健康寿命実態調査報告書』山梨
県 平成１６年３月。
（注２６） 山梨県『高齢者福祉基礎調査』平成１６年度・１７年度・１８年度。
（注２７） 八木伸一「健康寿命と脳卒中の関係」『健康寿命実態調査報告書』山梨
県 平成１６年３月。
（注２８） 一番ヶ瀬康子『在宅介護入門』労働旬報社１９９６年１０月 ※５００メートル
の根拠をスウェーデンの計画であることを紹介している。
（注２９） 山梨県『平成１６年度介護保険事業状況』山梨県福祉保健部長寿社会課，
平成１８年３月。
（注３０） 上記に同じ。
（注３１） 平成１６年１２月定例県議会の質問にての指摘。
（注３２） 平成１７年１０月１日現在というのは３町の合併した日である。したがっ
て１７年度の施設入所数の確定値ではない。直近の数字としては平成１８年
１月の２１４人という数字になる。
（注３３） 全国保険医団体連合会『介護報酬改定のポイント』２００６年３月
（編集委員会注記：本稿は２００７年３月１５日本大学院修士課程修了者の修士論文を大
幅に縮小してリライトしたものである。）
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